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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、組織社会化研究における過程アプローチと内容アプローチの統合化を目的
として、独自のモデルを理論的に構築するとともに、実証的に検証を行うことを試みた。特に、職場の上司や同僚から
のサポートと組織社会化学習内容、新規学卒者の組織適応結果として設定された職務成果との関係を検証した。その結
果、上司サポート知覚と同僚サポート知覚が新規学卒者の組織社会化学習内容に対して有意な正の影響を及ぼし、組織
社会化学習内容が新規学卒者の職務成果を高めることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study has attempted to build and test the unique model by integrating the 
process and content approaches in the field of organizational socialization. Especially, I investigated 
the relationships among social support from supervisors and coworkers in the workplace, socialization 
learning content, and newcomers’ job performance. The job performance serves as a proxy of their 
adjustment outcomes. Results indicated that the perceived supervisor and coworker support have 
significant and positive effects on newcomers’ socialization learning content, which then significantly 
increases their job performance.

研究分野： 経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（1）新規学卒者は入社後、組織への社会化
を行い、円滑に組織への適応を果たすことが、
キャリア発達上重要な課題として位置づけ
られている。また、企業においても新規学卒
者を早期に企業へ適応させることによって、
早期離転職を抑制するとともに、早期の戦力
化を図ることが可能になり、企業の経営管理
上も重要な課題といえる。 
 そのような中、組織社会化研究は大きく 2
つのアプローチに基づく検討が欧米を中心
に行われてきた。すなわち、1 つは過程アプ
ローチであり、もう 1 つは内容アプローチで
ある。過程アプローチとは、新規学卒者が組
織に適応するプロセスを明らかにするもの
であり、新規学卒者の組織適応を促進（ある
いは阻害）する要因の特定化を試みる研究と
いえる。内容アプローチは、新規学卒者が組
織に適応する上で、どのような知識や態度を
学習すべきかという組織社会化段階におけ
る学習内容を検討する研究である。 
 研究代表者もこれまで過程アプローチ及
び内容アプローチの研究を行ってきた。具体
的に、前者のアプローチの研究では、新規学
卒者の組織適応を促進するための企業施策
である「組織社会化戦術」を企業が行ってい
るほど、新規学卒者の入社後１年間の組織コ
ミットメントやモチベーションが高まり、転
職意思は低くなることを明らかにした。さら
に、新規学卒者がプロアクティブ行動を積極
的に行うことによって、その後の組織適応結
果指標（組織コミットメント等）に効果的な
影響を及ぼすことを確認した。また、後者の
アプローチの研究では、わが国の新規学卒者
が獲得すべき知識・態度（組織社会化学習内
容）として、「組織に関する知識」と「職務
に関する知識」の 2 次元があることを確認す
るとともに、それら知識の獲得が、その後の
組織適応に繋がることを明らかにした。 
 
（2）しかしながら、新たな研究上の課題と
して、以下の点を指摘することができる。 
第 1 に、これまでの過程アプローチに関する
研究では、新規学卒者の組織社会化を促進す
る要因として、「組織要因としての企業施策
（組織社会化戦術）」の検討と「個人要因と
してのプロアクティブ行動」の検討を行って
きたが、新規学卒者が実際に仕事を行う場で
ある「職場」要因に焦点を合わせた検討は行
っていない点である。第 2 に、これまでの研
究では、過程アプローチと内容アプローチの
研究を個別に検討してきたために、それらア
プローチを統合した視点からの検討が欠如
している点である。具体的には、過程アプロ
ーチで組織適応への影響について解明の必
要性が指摘されている職場での社会的サポ
ート（上司サポート・同僚サポート）が、内
容アプローチで解明されつつある「組織社会
化学習内容」にいかなる影響を及ぼし、組織
社会化学習内容がその後の組織適応結果（組

織適応・従業員成果行動）にいかなる影響を
及ぼすのかという一連の組織への適応メカ
ニズムの解明が極めて重要である。 
 
２．研究の目的 
上記の組織社会化研究における課題を踏

まえ、本研究では過程アプローチと内容アプ
ローチを統合し、新規学卒者の組織への適応
メカニズムを理論的・実証的に明らかにする
ことを目的とする。 
 とりわけ、過程アプローチで重要性が指摘
されている職場要因の「上司サポート知覚」
及び「同僚サポート知覚」に焦点を当て、そ
れら上司・同僚サポート知覚が内容アプロー
チで検討されている「組織社会学習内容」を
高めることに寄与し、その結果、組織適応結
果指標に効果的な影響を及ぼすというモデ
ルの検討を行うことを具体的課題としてい
る。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目的を明らかにするにあたり、
平成 24 年度～27 年度までの 4 年間で理論的
及び実証的検討を行う。特に本研究で重要に
なってくるのが、（1）質問紙調査実施前に行
う詳細な文献レビューに基づく具体的な仮
説の設定作業と質問紙の内容検討及び作成
作業、（2）新規学卒者に対する質問紙調査の
依頼と実施である。 
 
（1）文献レビュー 
本研究では組織社会化過程の解明を大き

な目的としているため、①組織行動論、②人
的資源管理論、③キャリア発達論の 3つの分
野における既存文献の入念なレビューとそ
れに基づく概念整理及び独自の詳細な研究
枠組みの構築が不可欠である。したがって、
組織社会化研究に関連する3つの領域を中心
とした文献レビューを行った。 
 
（2）新規学卒者に対する定量調査の実施 
 研究課題の目的を明らかにするために、企
業に入社した新規学卒者に対して、複数回の
定量調査を実施した。具体的には以下の通り
である。 
①企業に入社直後の新規学卒者に対する横
断的な質問紙調査（cross-sectional survey）
の実施：入社直後の新規学卒者に対して、毎
年（2012 年、2013 年、2014 年、2015 年）調
査を実施した。 
②企業に入社した新規学卒者に対する縦断
的調査（longitudinal survey）の実施：2013
年度入社の新規学卒者に対して、入社直後か
ら3回の縦断的調査を実施した。さらに、2015
年度入社の新規学卒者に対しては、入社直後
から一定の間隔を空けて6回の縦断的調査を
実施した。 
 
４．研究成果 
 定量的調査に基づく分析結果から、以下の



諸点が明らかになった。それと同時に、既存
の組織社会化研究に対する貢献を指摘する
と以下の通りである。 
 
（1）職場におけるサポート知覚（上司サポ
ート知覚・同僚サポート知覚）と組織社会化
学習内容（組織次元・課業次元）との関係に
おいて、上司サポート知覚が組織社会化学習
内容の組織次元に対して有意な正の影響を
及ぼしていることが明らかになった。さらに、
同僚サポート知覚は、組織社会化学習内容の
組織及び課業次元の双方に対して有意な正
の影響を及ぼしていることが示された。 
 
（2）組織社会化学習内容（組織次元・課業
次元）と新規学卒者のパフォーマンス（職
務・組織・集団・キャリアパフォーマンス）
との関係において、組織社会化学習内容の組
織次元は、組織パフォーマンスと集団パフォ
ーマンス、キャリアパフォーマンスに対して
有意な正の影響を及ぼしていることが明ら
かになった。そして、組織社会化学習内容の
課業次元は、職務パフォーマンスと組織パフ
ォーマンスに対して有意な正の影響を与え
ていることが確認された。 
 
（3）上記（1）、（2）で見出された職場にお
けるサポート知覚、組織社会化学習内容、新
規学卒者のパフォーマンスの3者の関係にお
いて、組織社会化学習内容が上司・同僚サポ
ート知覚と新規学卒者のパフォーマンスと
の関係を媒介（mediate）していることが明
らかになった。 
 
以上、一連の研究結果より、上司・同僚サ

ポート知覚と組織社会化学習内容との関係
性が確認されるとともに、それら概念が新規
学卒者のパフォーマンスに対していかなる
役割を果たしているのかについて明示化す
ることができた。本研究で明らかになった諸
点は、組織社会化研究で解明が必要とされて
いながらも、必ずしも十分な議論がなされて
こなかった課題である。そのような中、既存
研究に対して新たな発見事実を提供したと
いう意味において、本研究課題で提示された
結果は、組織社会化研究に対して一定の貢献
を示すものといえる。 
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